
平成 28年 2月 1日 10さいじょう市議会だより

　

議
会
活
性
化
特
別
委
員
会
は
、

平
成
26
年
12
月
定
例
会
で
設
置
さ

れ
て
以
来
、
平
成
27
年
11
月
ま
で

の
１
年
間
、
計
９
回
に
わ
た
り
委

員
会
を
開
催
し
、
議
会
運
営
の
検

証
及
び
議
会
の
活
性
化
に
関
す
る

調
査
・
研
究
を
進
め
て
き
た
。

　

そ
の
中
で
、
本
市
議
会
に
お
い

て
、
新
市
施
行
後
、
初
め
て
広
範

か
つ
多
岐
に
わ
た
る
議
会
の
活
性

化
に
関
す
る
調
査
・
研
究
を
行
う

も
の
で
あ
り
、
一
定
の
結
論
を
導

き
、
成
果
に
結
び
付
け
る
こ
と
が

期
待
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

活
性
化
を
進
め
る
意
義
は
、
議
会

本
来
の
役
割
を
改
め
て
認
識
す
る

こ
と
か
ら
始
ま
る
も
の
で
あ
る
。

議
会
が
抱
え
る
諸
課
題
や
活
性
化

の
必
要
性
に
つ
い
て
、
議
員
間
で

し
っ
か
り
と
共
有
し
、
議
論
を
重

ね
、
本
市
議
会
独
自
の
活
性
化
の

ア
ウ
ト
ラ
イ
ン
を
決
定
し
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
委
員
間
討

議
に
よ
る
意
見
聴
取
や
議
員
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
す
る
と
と
も

に
、
必
要
に
応
じ
会
派
に
持
ち
帰

る
な
ど
し
て
熟
慮
を
重
ね
、
委
員

会
と
し
て
の
合
意
形
成
を
図
る
も

の
と
す
る
。
な
お
、
そ
の
過
程
で
、

内
容
重
視
は
当
然
の
こ
と
な
が
ら
、

改
革
に
は
ス
ピ
ー
ド
感
が
重
要
と

の
認
識
の
下
、
実
行
可
能
な
も
の

か
ら
実
行
に
移
す
こ
と
と
し
た
。

　

検
討
項
目
は
、
現
状
の
課
題
を

洗
い
出
し
た
上
で
26
項
目
に
設
定

し
、
各
検
討
項
目
を
「
短
期
的
課

題
」「
中
長
期
的
課
題
」「
保
留
」

の
３
つ
に
分
類
・
整
理
し
、
検
討

に
入
っ
た
。

　

結
論
を
得
て
実
施
し
た
も
の
に

つ
い
て
は
、
議
案
に
対
す
る
議
員

個
人
の
賛
否
結
果
の
公
開
、
議
会

独
自
の
災
害
対
策
へ
の
取
組
、
本

会
議
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
中
継
の
確

実
な
運
用
、
議
会
広
報
紙
を
通
し

て
の
積
極
的
な
情
報
提
供
、
議
員

研
修
会
の
充
実
な
ど
で
あ
り
、
ま

た
、
方
向
性
が
見
出
さ
れ
た
も
の

と
し
て
は
、
次
の
任
期
最
初
の
定

例
会
か
ら
試
行
的
に
本
会
議
で
の

一
問
一
答
方
式
を
実
施
す
る
こ
と

と
し
、
議
場
の
改
修
も
必
要
と
の

判
断
に
至
っ
た
。
そ
の
ほ
か
、
議

員
間
討
議
や
議
会
報
告
会
の
開
催
、

タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
導
入
に
よ
る
議

案
等
の
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
は
、
実

施
を
目
指
す
場
合
に
も
、
そ
の
内

容
に
つ
い
て
ま
だ
検
討
す
べ
き
課

題
が
多
い
と
さ
れ
た
。

　

な
お
、
議
会
基
本
条
例
に
つ
い

て
は
、
今
後
、
具
体
的
な
条
文
や

内
容
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
、
今

任
期
中
の
制
定
を
目
標
と
す
る
と

い
う
結
論
に
達
し
た
。

　

ま
た
、
残
さ
れ
た
検
討
項
目
に

つ
い
て
も
、
委
員
会
と
し
て
の
使

命
を
果
た
す
べ
く
、
引
き
続
き
さ

ま
ざ
ま
な
角
度
か
ら
調
査
・
研
究

を
行
う
も
の
と
す
る
。

特別委員会での意見交換
－平成27年５月18日開催－

議会活性化特別委員会

報
告
の
要
旨

特集記事

　平成27年12月定例会最終日の本会
議において、議会運営委員会から、
委員会提出議案第４号、議会基本条
例の制定に関する専門的調査を依頼
する件についてが提案され、全会一
致で可決されました。
　調査を依頼する目的は、今後、議
会活性化特別委員会において、先進
事例を研究・加味しながら、独自の
条例の制定に向けて検討を進めるこ
ととなりますが、その過程において、
地方自治法第100条の2の規定に基づ
く学識経験を有する者の知見を取り
入れることは、委員会の審査が活性
化され、客観性のあるものとなり、
ひいては本市議会において最適な見
解に至るものと考えています。
　調査事項は、議会基本条例の制定
に関する指導・助言を求めるもので
あり、調査を求める相手方は、法政
大学常務理事（法学部教授）の廣瀬
克哉氏で、平成27年12月21日に平成
27年度調査委託に係る契約を締結し
ました。

議会において外部の者の
専門的な知見を活用！

【地方自治法】
第100条の2　 普通地方公共団体の

議会は、議案の審査又は当該普通
地方公共団体の事務に関する調査
のために必要な専門的事項に係る
調査を学識経験を有する者等にさ
せることができる。

　平成27年12月定例会初日の本会議において、西条市議会会議
規則第45条第２項の規定に基づき、議会活性化特別委員会の調
査中の事件について、「中間報告」がありました。

福島県会津若松市議会議長 目黒章三郎 氏


